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平成１５年度佐世保市バランスシートのポイント 
 
◆ 普 通 会 計 
・社会資本の形成は着実に進捗 
・資産合計は２５億円増加、負債が２２億円減少し正味資産は４７億円の伸び 
負債の減少は、職員平均勤続年数の減により退職給与引当金が抑えられたことが要因 
・社会資本形成の世代間負担比率、自己資本比率ともにわずかながら改善  

 
１ バランスシート 
（１）資産合計、負債・正味資産合計は２５億円増の３，０８６億円 
① 有形固定資産は１９億円増の２，７１５億円 
有形固定資産の大部分は道路、公園等の土木と学校等の教育分野で全体の７６％ 

② 投資等は７億円増の２３９億円 
③ 流動資産は５千万円減の１３２億円 

  ④ 負債は２２億円減の１，２０３億円 
     負債は地方債が２２億円増の１，０３７億円で負債全体の８６％、退職給与引当金

が３７億円減の９５億円で、債務負担行為が７億円減の７０億円 
⑤ 正味資産は４７億円増の１，８８３億円 
資産形成のための財源である正味資産は一般財源等が４６億円増の１，２０８億円 
で正味資産全体の６４％ 

 
（２）市民一人あたりの資産合計、負債・正味資産合計は１万４千円増の１２８万２千円 
① 有形固定資産は１万１千円増の１１２万８千円 
② 投資等は３千円増の９万９千円 
③ 流動資産は同額の５万５千円 
④ 負債は７千円減の５０万円 
負債は地方債が１万１千円増の４３万１千円 

⑤ 正味資産は２万２千円増の７８万２千円 
   資産形成のための財源である正味資産は一般財源等が２万１千円増の５０万２千円 

 
２ 比較分析 
（１）社会資本形成は着実に進捗 
① 決算額対資産比率は大型事業を中心とした社会資本整備の進捗により年々上昇 
資産合計／歳入合計＝３．５５年（前年度３．４５年） 
他団体の平均も上昇傾向で３．４４年（前年度３．３８年） 

   ② 行政分野別では土木､教育の分野で社会資本整備が進捗 
道路、河川、公園、公営住宅などの土木費が５２％、学校、体育施設、社会教育施

設などの教育費が２４％で、両者で全体の７６％ 
他団体の平均もほぼ同様の傾向で、土木費、教育費の両者で全体の８２％ 
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     経年比較では、本市の政策課題分野である都市基盤、環境、観光などへの重点投資

により土木費、衛生費、商工費などで高い伸び 
 
（２） 社会資本形成の世代間負担比率は後世代による負担比率が４４％で、やや改善 

これまでの世代による負担比率６９％（前年度６８％）、後世代による負担比率４４％

（前年度４５％）で、他団体の平均４２％に対して、本市は近年、後世代がわずかな

がら下降傾向にあり改善しているものの依然としてまだ高い 
   
（３）自己資本比率＝正味資産比率は６１％（前年度６０％）で、やや改善 
正味資産比率が高いほど財政状況は健全であるといえるが、他団体の平均６３％に対

して本市はやや改善したものの依然としてまだ低い 
 
（４）経年比較（平成１５年度／平成５年度）では、資産総額が１．６倍の増加 
負債は、１．７倍、正味資産は１．５倍で、負債の伸びが正味資産の伸びを上回って

いるが、財源対策、経済対策などの特例措置、財政出動が影響 
 
◆ 連 結 
・資産合計は６８億円増加、負債が８億円減少し正味資産は７６億円の伸び 
・社会資本形成の世代間負担比率は、これまでの世代による負担が、普通会計と比べる 
と低く、後世代による負担が高くなっており、負債（地方債）での資産形成が顕著 
このことは、上下水道事業、病院事業、市場・と畜事業などにおける資産形成の 
大部分が地方債発行による資金調達であることが影響  

 
１ バランスシート 
（１）資産合計、負債・正味資産合計は６８億円増の４，５５０億円 
① 資産のうち有形固定資産は６７億円増の４，１０１億円 

② 負債合計は８億円減の２,０７９億円 

③ 正味資産は７６億円増の２，４６８億円 

 

（２）市民一人あたりの資産合計、負債・正味資産合計は３万４千円増の１８９万円 
 
２ 比較分析 
（１）連単倍率（連結／普通会計）は、資産１．４７倍に対して、負債が１．７３倍、正味資

産が１．３１倍で、普通会計と比較して負債による資本形成が顕著 
 
（２）社会資本形成の世代間負担比率は後世代による負担が普通会計に比べて７ポイント高い 

これまでの世代による負担比率６０％（普通会計６９％） 
後世代による負担比率５１％（普通会計４４％） 
 

（３）自己資本比率＝正味資産比率は５４％で普通会計の６１％に比べて７ポイント低い 
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平成１５年度佐世保市行政コスト計算書のポイント 
 
◆ 普 通 会 計 
・収入等が６９８億円、行政コストが６５３億円、差引４５億円の経営資源の増加 
・性質別では移転支出的なコスト、目的別では民生費が最大 
・前年度との比較では、性質別の人にかかるコストが大きく減少 
人にかかるコストの減少は、職員平均勤続年数が 2年程度短くなり、退職給与引当金 
が抑えられたことによるもの  

 
１ 行政コスト 
（１）行政コストは全体で１８億円減の６５３億円 
① 人にかかるコストは３４億円減の１２６億円で全体の１９％（前年度２４％） 
細分化すると人件費が１４６億円で２２％、退職給与引当金戻入が２０億円 

② 物にかかるコストは４億円増の２１２億円で全体の３３％（前年度３１％） 
   細分化すると原価償却費が１０６億円で１６％、物件費が９８億円で１５％など 
③ 移転支出的なコストは１２億円増の２８１億円で全体の４３％（前年度４０％） 
   細分化すると扶助費が１５２億円で２３％、繰出金が６４億円で１０％、補助費等

が５１億円で８％ 
  ④ その他にかかるコストは２千万円減の３４億円で全体の５％（前年度５％） 
 
（２）目的別では、少子高齢化対策などの福祉施策への資源投入により民生費へシフト 
① 民生費は１２億円増の２３７億円で全体の３６％（前年度３３％） 
② 土木費は５億円減の１１１億円で全体の１７％（前年度１７％） 
③ 教育費は２億円減の６９億円で全体の１１％（前年度１１％） 
④ 衛生費は４億円減の６８億円で全体の１０％（前年度１１％） 
⑤ 総務費は７億円減の５９億円で全体の９％（前年度１０％） 
⑥ その他は１３億円減の１０９億円で全体の１７％（前年度１８％） 

 
（３）収入は全体で１３億円減の６７１億円（前年度６８４億円） 
① 国・県支出金は２４億円増の１４７億円で２２％（前年度１８％） 
② 使用料・手数料等は１２億円減の５４億円で８％（前年度１０％） 
③ 一般財源は２５億円減の４７０億円で７０％（前年度７２％） 
※ 参考 収入等は６９８億円（収入６７１億円＋正味資産国庫（県）支出金償却額２７億円） 

 
２ 比較分析 
（１）移転支出的な性質に多くのコストを投入、人にかかるコストが大幅に減 
① 性質別では移転支出、物、人、その他の順で、他団体も同じ 
前年度との比較では職員の平均勤続年数が２年程度短くなったことで、退職給与引当

金で繰入する必要がなくなり、逆に戻入することで人にかかるコストが大幅に減少 
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② 目的別では民生費、土木費、教育費、衛生費、総務費の順で、他団体も同じ 
民生費は他団体の平均より高く、それ以外は平均より低い 
前年度との比較では民生費以外が全て減少しており、少子高齢化等の影響が顕著 

 
（２）一般財源の投入状況では民生費が土木費を逆転して最大  

一般財源の投入状況では民生費、土木費、教育費、衛生費、総務費の順 
ハードからソフトへの移行と少子高齢化等の影響が要因 

 
（３）人口一人あたりの行政コストは７千円減の２７万１千円  
① 性質別では人にかかるコストが５万２千円、物にかかるコストが８万８千円、  
移転支出的なコストが１１万７千円、その他のコストが１万４千円 

② 目的別では民生費が９万９千円、土木費が４万６千円、教育費が２万９千円、 
衛生費が２万８千円、総務費が２万４千円、その他が４万５千円 

 
◆ 連 結 
・収入等が１，６２４億円、行政コストが１，５４２億円、差引８２億円の経営資源の増加 
・前年度との比較では、性質別の人にかかるコストが普通会計と同様に大きく減少 
・普通会計との比較では、社会保障関係コストの増により移転支出的なコストの伸びが全体 
の伸びに比べ最大  

 
１ 行政コスト 
行政コストは全体で２７億円減の１，５４２億円 
① 人にかかるコストは４０億円減の２３１億円で全体の１５％（前年度１７％） 
細分化すると人件費が２５２億円で１６％、退職給与引当金戻入が２１億円 

② 物にかかるコストは８億円減の４６３億円で全体の３０％（前年度３０％） 
   細分化すると物件費が２９４億円で１９％、原価償却費が１４３億円で９％など 
③ 移転支出的なコストは２２億円増の７８２億円で全体の５１％（前年度４９％） 
   細分化すると補助費等が６１７億円で４０％、扶助費が１５２億円で１０％など 

  ④ その他にかかるコストは１億円減の６６億円で全体の４％（前年度４％） 
 
２ 比較分析 
（１）連単倍率（連結／普通会計）は、全体が２．３６倍（前年度２．３４倍） 
① 人にかかるコストは１．８３倍（前年度１．６９倍） 
② 物にかかるコストは２．１８倍（前年度２．２６倍） 
③ 移転支出的なコストは２．７９倍（前年度２．８３倍） 
④ その他のコストは１．９５倍（前年度１．９７倍） 

 
（２）移転支出的なコストが最大である要因は社会保障関係コストの増 

老人保健事業、国民健康保険事業、介護保険事業などのサービスが大きく影響 
今後の財政運営へも大きく影響 




